
ＪＡ岐阜信連 

ＤＩＳＣＬＯＳＵＲＥ 
２０２４．９ 半期ディスクロージャー 



（令和６年９月３０日現在） 

名  称： 岐阜県信用農業協同組合連合会 

設    立：  昭和２３年８月１５日 

住    所：  岐阜市宇佐南４丁目１３番１号 

出 資 金：  １２３，６１８百万円 

会 員 数：  ３７会員 

役 員 数：  経営管理委員５名／理事４名／監事４名 

職 員 数：  １３８名 

当会は、農業の振興を基本とし、これに関連する事業を通して地域の活性化を図るため、会員ＪＡと一体となって

組合員および地域のニーズに即応した金融機能の強化に取組むとともに、組合員や地域の皆さまの信頼と支持を

より強固なものとするため、専門的機能を一層強化することにより経営基盤の拡充を図っています。 

また、県連合会としての機能を発揮し、会員ＪＡの負託に応えられるよう、事業収益の安定確保と経営効率化に

向けた取組を積極的に進めるとともに、一層強靭な経営体質を構築するため、自己資本の増強とコンプライアンス

態勢・利用者保護等管理態勢・リスクマネジメント態勢の強化に取組んでいます。 

第３１回岐阜県ＪＡ大会にて、「対話を通じた農業・地域・ＪＡの未来づくり～不断の自己改革によるさらなる進化

～」を取組の基本方針とし、「農業者の所得増大の実現」、「「食」と「農」を通じた地域活性化への貢献」、「自己改

革を支える経営基盤強化」、「岐阜県ＪＡグループ全体での協同の力の発揮」への取組を決議いたしました。 
これを受け、当会は「岐阜県ＪＡバンク中期戦略（２０２２～２０２４年度）」を策定し、「農業」・「くらし」・「地域」の

各領域において、組合員・利用者の目線に立ち、地域の実情を踏まえた施策展開および課題解決に取組んでいま

す。 

当会は、県内を事業区域として、県内のＪＡ等が会員となって、お互いに助け合い、お互いに発展していくことを共

通の理念として運営されている相互扶助型の農業を基盤とする金融機関であるとともに、地域経済の活性化に資

する地域金融機関です。 

当会の資金は、その大半が県内のＪＡにお預けいただいた農家組合員および地域の皆さまの大切な財産である

貯金を源泉としています。その資金を、資金を必要とする農家組合員の皆さまや、ＪＡ・農業に関連する企業・団体

のほか、地方公共団体および県内に事務所を置く一般企業等にもご利用いただいています。 

当会は、農家組合員の皆さまの経済的・社会的地位の向上を目指し、ＪＡとの強い絆とネットワークを形成するこ

とによりＪＡ信用事業機能強化の支援を行うとともに、地域社会の一員として地域経済の持続的発展に努めていま

す。 

また、資金供給や経営支援などの金融機能の提供にとどまらず、環境、文化、教育といった面も視野に入れ、広

く地域社会の活性化に積極的に取組んでまいりたいと考えています。 

ＪＡ岐阜信連の概要 

経営方針 

地域貢献情報 

【 地域への資金供給の状況 】 
  貸出金残高 
  令和６年９月末 （単位：百万円） 

資 格 残 高 

正 会 員 １７，２６６ 

准 会 員 ８５ 

正 会 員 の組 合 員 ４８４ 

地 方 公 共 団 体 １，４６９ 

そ の 他 ３６２，６８８ 

合 計 ３８１，９９４ 

【 地域からの資金調達の状況 】 
  貯金残高 
  令和６年９月末 （単位：百万円） 

資 格 残 高 

正 会 員 ２，５５９，５６５ 

准 会 員 １２，３１０ 

正 会 員 の組 合 員 ４８ 

地 方 公 共 団 体 ２，１４９ 

公 社 等 ３６０ 

そ の 他 １１，０９５ 

合 計 ２，５８５，５３０ 

ＪＡバンク自己改革の取組 
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 （単位：百万円） 

区  分 令和５年９月末 令和６年３月末 令和６年９月末 

貯 金 等 残 高 ２，６８０，４５５ ２，５９６，２２５ ２，５８５，５３０ 

預 け 金 残 高 １，７０５，２９９ １，５９４，６０５ １，５２０，９３２ 

貸 出 金 残 高 ３５５，３２９ ３９２，６９３ ３８１，９９４ 

有 価 証 券 残 高 ７７３，７１８ ７８０，２５８ ８０７，７８１ 

 （単位：百万円） 

区  分 令和５年９月末 令和６年３月末 令和６年９月末 

経 常 収 益 １８，３０９ ２９，４８０ １５，３１１ 

経 常 費 用 １３，３６１ ２３，６３９ １１，２７６ 

経 常 利 益 ４，９４８ ５，８４１ ４，０３４ 

当 期 剰 余 金 ４，３１６ ５，３７１ ３，５４３ 

 （単位：百万円、％） 

項 目 令和５年９月末 令和６年３月末 令和６年９月末 

コア資 本に係る 基礎項 目の額 (Ａ) １７９，４３９ １９６，９０８ ２００，３７０ 

コア 資 本 に 係る 調 整項 目 の 額 (Ｂ) ６４ ５０ ３８ 

自 己 資 本 の 額 (Ａ-Ｂ)(Ｃ) １７９，３７５ １９６，８５７ ２００，３３２ 

リスク・アセット等の額の合計額 (Ｄ) １，１５５，７５３ １，１５０，５６３ １，１１４，７８７ 

自 己 資 本 比 率 (Ｃ/Ｄ) １５．５２ １７．１０ １７．９７ 

注１  コア資本にかかる基礎項目とは、普通出資、後配出資、内部留保（資本剰余金、利益剰余金等）、一般貸倒引当金等が該

当します。 

注２  コア資本にかかる調整項目とは、無形固定資産（のれん、ソフトウェア等）、繰延税金資産、他の金融機関向け出資等が該当

し、自己資本の額を算出するうえで、コア資本にかかる基礎項目から控除されます。 

注３  リスク・アセット等とは、リスクを有する資産（有価証券、貸出金等）に、リスクの種類・大きさに応じた掛目（リスク・ウェイト）を乗じ、

再評価した資産金額です。 

注４  自己資本比率とは、自己資本の額をリスク・アセット等の総額で除して得た率です。国内基準を採用する金融機関では４％以

上が必要とされますが、JA バンクグループでは自主的な取決めにより８％以上が必要とされています。 

自己資本比率 

主要勘定の状況 

損益の状況 
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有価証券  （単位：百万円） 

保 有 区 分 取 得 価 額 時 価 差 額 

令和５年９月末 

売 買 目 的 － － － 

満 期 保 有 ６４，０４４ ６０，２２２ △３，８２２

そ の 他 ６９８，９８０ ７０９，６７３ １０，６９２ 

合 計 ７６３，０２５ ７６９，８９５ ６，８７０ 

令和６年３月末 

売 買 目 的 － － － 

満 期 保 有 ６４，６３１ ６１，４５８ △３，１７３

そ の 他 ６９０，５７３ ７１５，６２７ ２５，０５３ 

合 計 ７５５，２０５ ７７７，０８５ ２１，８８０ 

令和６年９月末 

売 買 目 的 － － － 

満 期 保 有 ６４，５２６ ６０，６７２ △３，８５３

そ の 他 ７２７，５７８ ７４３，２５５ １５，６７６ 

合 計 ７９２，１０５ ８０３，９２７ １１，８２２ 

注  本表記載の有価証券の時価は、各基準日における市場価格等に基づく時価により計上したものです。 

   取得価額は、満期保有目的の債券またはその他有価証券については償却原価適用後、減損後の帳簿価額を記載していま 

す。 

金銭の信託  （単位：百万円） 

保 有 区 分 取 得 価 額 時 価 差 額 

令和５年９月末 

売 買 目 的 － － － 

満 期 保 有 １３，７０８ １３，１１６ △５９２

そ の 他 ６，０３０ ７，０３０ １，０００ 

合 計 １９，７３９ ２０，１４７ ４０８ 

令和６年３月末 

売 買 目 的 － － － 

満 期 保 有 １５，３６７ １４，７４１ △６２６

そ の 他 ７，７２５ ９，９５４ ２，２２８ 

合 計 ２３，０９３ ２４，６９５ １，６０１ 

令和６年９月末 

売 買 目 的 － － － 

満 期 保 有 １５，６３４ １４，８４８ △７８５

そ の 他 ７，５３０ ８，８６４ １，３３３ 

合 計 ２３，１６４ ２３，７１２ ５４７ 

注  時価等の算定は、金銭の信託の受託者が合理的に算出した価格によっています。 

有価証券等の時価情報 
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（単位：百万円、％） 

区  分 令和５年９月末 令和６年３月末 令和６年９月末 

破 産 更 生 債 権 及 び こ れ ら に 準 ず る 債 権 ５ ５ ５ 

危 険 債 権 ２，１９４ ２，２０２ ２,１８２ 

要 管 理 債 権 － － － 

う ち 三 月 以 上 延 滞 債 権 － － － 

う ち 貸 出 条 件 緩 和 債 権 － － － 

小 計 ２，１９９ ２，２０８ ２，１８７ 

正 常 債 権 ３５３，４４３ ３９０，８３６ ３８０，１７７ 

合  計 ３５５，６４３ ３９３，０４４ ３８２，３６５ 

金 融 再 生 法 開 示 債 権 合 計 (A) ２，１９９ ２，２０８ ２，１８７ 

保 全 額 合 計 (B) ２，１９９ ２，２０８ ２，１８７ 

う ち 貸 倒 引 当 金 ８８３ ９６３ １，０１６ 

う ち 担 保 保 証 等 １，３１６ １，２４４ １，１７１ 

保 全 率 (B/A) １００．０ １００．０ １００．０ 

注１  破産更生債権およびこれらに準ずる債権とは、破産手続開始、更生手続開始、再生手続開始の申立て等の事由により経営

破綻に陥っている債務者に対する債権およびこれらに準ずる債権です。 

注２  危険債権とは、債務者が経営破綻の状態には至っていないが、財政状態および経営成績が悪化し、契約に従った債権の元

本の回収および利息の受取りができない可能性の高い債権です。 

注３  要管理債権とは、農協法上の「三月以上延滞債権」に該当する貸出金と「貸出条件緩和債権」に該当する貸出金の合計額

です。 

注４  三月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が約定支払日の翌日から三月以上遅延している貸出金で、破産更生債権お

よびこれらに準ずる債権および危険債権に該当しないものです。 

注５  貸出条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の支払猶予、元本の返済

猶予、債権放棄その他の債務者に有利となる取決めを行った貸出金で、破産更生債権およびこれらに準ずる債権、危険債権

及び三月以上延滞債権に該当しないものです。 

注６  正常債権とは、債権者の財政状態および経営成績に特に問題がないものとして、1．2．4．5．に掲げる債権以外のものに区分

される債権です。 

農協法及び金融再生法に基づく開示債権 
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農業者等の経営支援および地域密着型金融への取組 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

※ 各種農業資金、金融支援の詳細については、当会ホームページをご覧ください。

●農業資金
・アグリサポート資金（ＪＡ）

・災害用アグリサポート資金（ＪＡ）

・アグリグロース資金（当会）

・農業近代化資金（ＪＡ・当会）

・岐阜県新規経営体育成資金（ＪＡ）

・農業経営改善支援資金（ＪＡ）

・ＪＡ交付金等つなぎ資金（ＪＡ）

・岐阜県豚熱緊急対策資金（ＪＡ・当会）

・家畜疾病経営維持資金（ＪＡ・当会）

（ ）内は取扱窓口

＜日本政策金融公庫資金＞

・青年等就農資金

・農業経営基盤強化資金（スーパーＬ）

・経営体育成強化資金 等

●出資他

〈全国〉

・アグリシードファンド

・担い手経営体応援ファンド

・ＪＡ・６次化ファンド

 〈当県〉 

・農機具等購入助成事業

・食の安全支援事業

・クラウドファンディング運営会社

との業務提携

●金融支援〈全国〉

・ＪＡバンク利子補給制度

・災害緊急特別対策利子補給制度

●県内農畜産物の消費拡大

〈農業と地域・利用者をつなぐ

金融サービスの提供〉 

・ 「清流の国ぎふ 食と農の商談会

2024」開催

・ＪＡ農産物直売所応援定期貯金

・ＪＡバンク新規年金受取特典

●金融支援〈当県〉

・農業関係資金にかかる利子補給

・農業関係資金にかかる保証料助成 

●新規就農支援

〈当県〉

・新規就農応援資金給付制度

農

業

・
地

域

●担い手のニーズに
応えるための体制 

・農業金融応援プロジェクトの取組

・「ＪＡバンク農業金融プランナー」

の資格取得者の拡充

・「農業融資研修」の実施

≪他団体との連携≫ 

・「アグリマネジメントカフェ」開催

（農業経営者向けセミナー・交

流会）

Ｊ Ａ バ ン ク 

●地域・社会貢献

・移動店舗車の導入

・反社会的勢力等との取引排除にかかる

取組

・特殊詐欺による被害の未然防止に向け

た取組

・ニセ電話詐欺未然防止ローラー作戦
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 【 文化的・社会的貢献に関する事項 】 

○ＪＡ農業教育支援事業

産学連携による県産農畜産物の付加価値向上・地域貢献を目的として、県内の農業関連学科設置高校を対

象に、県産農畜産物を利用したブランド商品の開発ならびに地域農業の活性化をテーマとした研究活動費用の

一部助成を行っています。 

○食農教育応援事業にかかる取組

教材本贈呈事業では、子どもたちに、食料を生産する「農」の役割や重要性、自然・社会環境と「農」とのつな

がり等、農業に対する理解を深めていただくことを目的に、県内の小学５年生等に対し補助教材本を贈呈してい

ます。 

また、同目的でＪＡが行う教育実践活動に対し、費用助成を行っています。 

○ピンクリボン運動

岐阜県ＪＡバンクは、ピンクリボン運動の趣旨に賛同し、一人でも多くの女性に乳がんへの関心を持っていただく

ための取組を進め、厚生連病院と提携した「乳がん検診クーポン券付き定期貯金・定期積金」を販売しています。 

〇棚田保全活動 

環境保全の役割を果たしている「中山間地域における棚田の多面的機能」に着目し、ＳＤＧｓへの取組の一環と

して、つなぐ棚田遺産（農林水産省選定）が所在する市町村に対し、企業版ふるさと納税を活用した寄附を行い、

当会の寄附金を市町村が実施する棚田保全にかかる事業に充てていただくことで支援しています。 

【 農業者・中小企業者等の経営支援に関する取組方針 】 
当会は、農業および地域金融における円滑な資金供給を最も重要な社会的役割の一つと位置づけ、その実現

に向けて取組んでいます。 

その取組の一環として、金融円滑化にかかる基本方針を策定し、円滑な資金供給およびお客さまからのご相談

等に、より一層丁寧な対応を心掛けてまいります。 

また、経営者保証（中小企業の経営者等による個人保証）については、経営者保証にかかる取組方針を策定し、

合理的な保証契約の在り方を示すとともに、主たる債務の整理局面における保証債務の整理を公正かつ迅速に行

うためのルールとして策定された「経営者保証に関するガイドライン」を遵守して取扱うこととしています。 

なお、下記の窓口を設置し、農業者や中小企業者等のお客さまからの各種ご相談に対応しています。 

お客さまのためのご相談窓口 

（注） 受付時間 窓口：午前９時 ～ 午後３時３０分、電話：午前９時 ～ 午後５時 

ただし、金融機関の休業日を除く。 

【 お客さま本位の業務運営に関する取組方針 】 
 当会は、協同組合組織として会員ＪＡとの密接な連携のもと、効率的な組織機能を発揮することにより、金融事業

を通して農業の振興および農家経済の安定・向上を図るとともに、地域社会の発展に貢献することを経営理念として

掲げています。 

   当会では、この理念のもと、2017 年 3 月に金融庁より公表された「顧客本位の業務運営に関する原則」を採択す

るとともに、利用者の皆さまの安定的な資産形成に貢献するため、以下の取組方針を制定いたしました。 

   今後、本方針に基づく取組の状況を定期的に公表するとともに、よりお客さま本位の業務運営を実現するため本方

針を必要に応じて見直してまいります。 

１．お客さまへの最適な商品提供 

(1) お客さまに提供する金融商品は、特定の投資運用会社に偏ることなく、社会情勢や手数料の水準等も踏まえ

たうえで、お客さまの多様なニーズにお応えできるものを選定します。なお当会は、金融商品の組成に携わって

おりません。【原則 2 本文および（注）、原則 3（注）、原則 6 本文および（注 2、3）】

(2) お客さま本位の商品選定を実現するため、ファンド選定会議を開催し、農林中央金庫が示す系統投信窓販に

係る全国選定商品の取扱いについて、ファンドの特色・リスク内容等を検討しています。【原則 2 本文および（注）、

原則 6 本文および（注 2）】

(3) ＪＡバンクでは、いろいろな「投資に関する好み」に合った商品を揃えつつ、商品数を絞ることで、お客さまにとっ

ての選びやすさを重視し、長期投資に適していること、運用実績が良好であること、運用成績の再現性が認めら

れていること、手数料が割安・良心的な水準であること、過度に分配金を捻出する商品ではないことを選定基準

とした「ＪＡバンクセレクトファンド」をご用意しています。【原則 2 本文および（注）、原則 6 本文および（注 2、5）】

店舗名 所在地 相談窓口 電話番号 

本 所 岐阜市宇佐南４丁目１３番１号 営業部 058-276-5171
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２．お客さま本位のご提案と情報提供 

(1) 「資産運用ガイダンス」や「ＪＡバンク資産運用スタイル診断シート」を活用し、お客さまの金融知識・経験・財

産、ニーズや目的に合わせて、お客さまにふさわしい商品をご提案いたします。【原則 2 本文および（注）、原則

5 本文および（注 1～5）、原則 6 本文および（注 1、2、4、5）】

(2) お客さまの投資判断に資するよう、商品の特徴やリスク特性・手数料等の重要な事項について、「ＪＡバンクセ

レクトファンドマップ」やパンフレットを用いて分かりやすくご説明し、必要な情報を十分にご提供します。【原則 4、

原則 5 本文および（注 1～5）、原則 6 本文および（注 1、2、4、5）】

(3) お客さまにご負担いただく手数料について、お客さまの投資判断に資するように、購入時手数料早見表を活用

し、丁寧かつ分かりやすい説明に努めます。【原則 4、原則 5 本文および（注 1～5）、原則 6 本文および（注 1、

2、4、5）】

３．利益相反の適切な管理 

「利益相反管理方針」に基づき、利益相反の恐れのある取引を類型化したうえで特定し、統括部署にて管理を実

施するとともに、その有効性を定期的に適切に検証するなど、お客さまへの商品選定や情報提供にあたり、お客さま

の利益を不当に害することがないよう、適切な管理を行います。【原則 3 本文および（注）】 

４．お客さま本位の業務運営を実現するための人材の育成と態勢の構築 

(1) お客さま本位の業務運営を一段と高められるよう、職員への研修による指導や資格取得の推進を通じて高度

な専門性を有し誠実・公正な業務を行うことができる人材を育成します。【原則 2 本文および（注）、原則 6（注

5）、原則 7 本文および（注）】

(2) ライフプランに対する資産形成・資産運用ニーズに応じたご提案を行い、組合員・利用者の豊かなくらしの実現

を目指すＪＡの取組を強化するため、資産形成サポートチームを設置し、ＪＡを支援する態勢を構築しています。

【原則 2 本文および（注）、原則 6（注 5）、原則 7 本文および（注）】
（※）上記の原則および注番号は、金融庁が公表している「顧客本位の業務運営に関する原則」（2021 年 1 月改訂）との対応を

示しています。 

【 個人情報保護方針 】
当会は、利用者の個人情報および個人番号等（以下「個人情報等」といいます。）を正しく取り扱うことが当会の事

業活動の基本であり社会的責務であることを認識し、以下の方針を遵守します。 

１．当会は、利用者の個人情報等を適正に取り扱うために、「個人情報の保護に関する法律」および「行政手続におけ

る特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律」（以下「番号法」といいます。）をはじめとする関係法

令・ガイドライン等に加え、本保護方針に定めた事項および当会の諸規程を誠実に遵守します。 

２．当会は、利用者の個人情報等の取扱いにおいて、利用目的をできる限り特定したうえで、ご本人の個人情報等を

取得するに当たっては、その利用目的を通知、公表または明示するとともに、その利用目的の達成に必要な範囲内

において、これを取り扱います。 

なお、番号法における個人番号等の利用等、特定の個人情報等の利用目的が法令等に基づき別途限定されて

いる場合には、当該利用目的以外での取扱いはいたしません。 

また、当会は、違法または不当な行為を助長し、または誘発するおそれがある方法による個人情報の利用はいた

しません。 

   当会の個人情報等の利用目的は、当会に掲示するとともに、ホームページ等に掲載しております。 

３．当会は、個人情報等を取得する際には、適正かつ適法な手段で取得いたします。  

４．当会は、取り扱う個人情報等を利用目的の範囲内で正確かつ最新の内容に保つよう努めるとともに、漏えい等を

防止するため、安全管理に関する必要かつ適切な措置を講じ、従業者および委託先（再委託先等も含みます。）を

適正に監督します。 

５．当会は、法令により例外として扱われるべき場合を除き、あらかじめご本人の同意を得ることなく、個人情報を第三

者（外国にある第三者を含みます。）に提供しません。 

なお、個人番号等につきましては、番号法に限定的に明記された場合を除き、第三者に提供いたしません。  

６．当会は、ご本人の機微（センシティブ）情報（金融分野における個人情報保護に関するガイドラインで定める情報を

いいます。）につきましては、法令等に基づく場合や業務遂行上必要な範囲においてご本人の同意をいただいた場合

などの同ガイドラインに掲げる場合を除き、取得・利用・第三者提供はいたしません。 

７．当会は、仮名加工情報（個人情報を個人情報の区分に応じて定められた措置を講じて他の情報と照合しない限り特定

の個人を識別することができないように加工して得られる個人に関する情報をいいます。）の取扱いにつきましては、関係

法令・ガイドライン等に則して、安全管理に関する必要かつ適切な措置を講じます。 

８．当会は、匿名加工情報（個人情報を個人情報の区分に応じて定められた措置を講じて特定の個人を識別するこ

とができないように加工して得られる個人に関する情報であって、当該個人情報を復元して特定の個人を再識別す

ることができないようにしたものをいいます。）の取扱いにつきましては、関係法令・ガイドライン等に則して、安全管理

に関する必要かつ適切な措置を講じます。 

９．当会は、保有個人データにつき、法令に基づきご本人からの開示、訂正等および利用停止等のお申し出につきま

しては、迅速かつ適切に応じます。 

また、第三者提供記録につきましても、ご本人からの開示のお申し出につきましては、迅速かつ適切に応じます。 

10．当会は、取り扱う個人情報等の保護のための取組みを継続的に見直し、その改善に努めます。 
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11．当会の個人情報等の取扱いに関する苦情・ご意見・ご要望につきましては、誠実かつ迅速に対応します。 

個人情報等の取扱いに関する苦情・ご意見・ご要望につきましては、お問合せ窓口までお申し出ください。 

お客さまのためのお問合せ窓口 

（注） 受付時間 電話：午前９時 ～ 午後５時 

ただし、金融機関の休業日を除く。 

【 マネー・ローンダリング等および反社会的勢力等への対応に関する基本方針 】 
当会は、事業を行うにつきまして、マネー・ローンダリングおよびテロ資金供与等の金融サービスの濫用（以下、「マ

ネー・ローンダリング等」という。）の防止に取り組みます。

あわせて、平成 19 年 6 月 19 日犯罪対策閣僚会議幹事会申合わせにおいて決定された「企業が反社会的勢力

による被害を防止するための指針」（以下、「政府指針」という。）等を遵守し、反社会的勢力に対して断固とした姿勢

で臨みます。 

また、顧客に組織犯罪等による被害が発生した場合には、被害者救済など必要な対応を講じます。 

１．当会は、マネー・ローンダリング等防止および反社会的勢力等との取引排除の重要性を認識し、適用となる法令

等や政府指針を遵守するため、当会の特性に応じた態勢を整備します。 

また、適切な措置を適時に実施できるよう、役職員に指導・研修を実施し、マネー・ローンダリング等防止および反

社会的勢力等との取引排除について周知徹底を図ります。 

２．当会は、実効的なマネー・ローンダリング等防止を実施するため、自らが直面しているリスクを適時・適切に特定・

評価し、リスクに見合った低減措置を講じます。 

３．当会は、取引関係を含めて、排除の姿勢をもって対応し、反社会的勢力による不当要求を拒絶します。 

４．当会は、反社会的勢力に対しては、組織的な対応を行い、職員の安全確保を最優先に行動します。 

５．当会は、警察、公益財団法人岐阜県暴力追放推進センター、弁護士など、反社会的勢力を排除するための各種

活動を行っている外部専門機関等と密接な連携をもって、反社会的勢力等と対決します。 

店舗名 所在地 相談窓口 電話番号 

本 所 岐阜市宇佐南４丁目１３番１号 総合管理部 058-276-51１1
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岐阜県信用農業協同組合連合会 
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TEL ０５８－２７６－５１１１ FAX ０５８－２７８－０１３５ 

ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞｱﾄﾞﾚｽ  http://www.jabankgifu.or.jp/ 
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